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□　NEAヘッドライン　□

  ◎　ロシア極東情報
　◎　中国東北情報
　◎　モンゴル情報
　◎　対岸ビジネス情報

□　ERINAインフォメーション　□
  ◎　調査研究部研究員（ロシア経済担当）と経済交流部職員を募集しています。
  ◎　平成28年度第２回賛助会セミナー
      「日モEPA下におけるモンゴルの貿易・投資環境」を開催します。
  ◎　境界地域研究ネットワーク JAPANが
      「新潟発中露国境ツアー」【ERINA後援】の参加者を募集しています。
  ◎　「2016韓日部品素材調達商談会」が開催されます。
　◎　新潟県内高校・中学を対象に「ERINA出前教室」の申し込みを受け付けています。
  ◎　パイク・グンウク『中ロの石油・ガス協力−その実際と影響』
      　　（西村可明・ERINA訳、文眞堂）が発行されました。
　◎　『ERINA北東アジア研究叢書5』を発刊しました。
　◎　英文学術誌「The Northeast Asian Economic Review」
　　　編集委員会では投稿論文を募集しています。
　◎　ERINA REPORT編集委員会では投稿をお待ちしています。
　◎　ERINA 賛助会員・購読会員のご案内

----------------------------------------------------------------------------
　この２週間の間に、上海協力機構（SCO）首脳会議（6/23、タシケント）、アジ
アインフラ投資銀行（AIIB）第１回年次総会（6/25、北京）、中ロ首脳会談（6/26、
北京）、日ロ政府間委員会地域間交流分科会（7/1、ハバロフスク）などの国際会
合が続きました。どうだったでしょうか、その結果のいくつかも今号で。（編集長）
----------------------------------------------------------------------------
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　━━　ロシア極東情報　━━

  ◇  投資家向けの新しい優遇税制がロシア極東で７月から施行  ◇

　自己のプロジェクトに5000万ルーブル以上を投じた投資家は、ロシア極東で新し
い優遇税制を受ける。「ロシア連邦税法第１章・第２章修正」法の規定が７月から
施行されることを、アレクサンドル・ガルシカ極東開発大臣がメディアに発表した。
　「大統領によって５月23日に署名された法律がもう一つ、施行される。これはロ
シア極東における新しい特恵税制だ。これに従い、ロシア極東での自己のプロジェ
クトに３年間で5000万ルーブル以上を投じた投資家は誰でも、企業利潤税、鉱物資
源採掘税の減免を受けることができ、それは10年間有効だ」と、ガルシカ大臣はロ
シア連邦最高検察庁と極東開発省の漁業発展に係る合同参与会の結果に沿って発表
した。
　ガルシカ大臣によれば、2013年１月１日以降に実施された投資も数に入る。鉱物
資源採掘税の減免は2016年７月１日から、企業利潤税については2017年１月１日か
ら利用することができる。
　投資家は最初の５年間に０〜10％、次の５年間に10〜18％の企業利潤税率を期待
でき、鉱物資源採掘税については、鉱物資源採掘地評価指数の適用となり、最初の
２年間は０％、その後２年毎に0.2％増えることを、ガルシカ大臣は明言した。
（インターファクス６月23日）

  ◇  中ロ連携は急がずに拡大  ◇

　ユーラシア連合（EAU）と中国がやっと、貿易・経済協力に関する交渉を始める
かまえだ。関連する声明がプーチン大統領の訪中の枠内で署名された。しかし、両
者は早急な成果を期待していない。関税引き下げは全く議題に上っていない。国有
企業が参画する取引の手続きも緩慢だ。全部で約60件のプロジェクトが検討されて
いるが、実行されているものは依然として、非常に少ない。運輸プロジェクトの実
行も、貨物不足、中国側からの資産利益率の保証要求に阻まれている。
　プーチン大統領の中国訪問中にEEC（ユーラシア経済委員会）のベロニカ・ニキ
シナ通商大臣と中国商務部の高虎城部長が、貿易・経済協力協定に係るユーラシア
経済連合（EEU）と中国の間の交渉の開始に関する声明に署名した。貿易・経済協
力協定の締結については既に、2015年５月に発表されており、EEU諸国は今年、北
京との交渉に乗せる複数の提案をすり合わせた。共同声明の主要な章が関税、技術、
衛生、動植物検疫の規制、知的所有権及び競争の保護、電子商取引を含んでいるう
ちは、中国は関税引下げについても検討するかまえだ。さらに、双方は総合的連携
組織の設置を約束した。しかし、これが組織・団体になるか、あるいは作業部会に
なるかは、まだわからない。農業、工業、エネルギー産業、通信、インフラ整備に
おいて、「共同出資プロジェクトに関する共通方式」ができることになっている。
　プーチン大統領と習近平国家主席との会談の前日、イーゴリ・シュワロフ第一副
首相と中国の張高麗副総理の同席のもと、投資に係る中ロ政府間委員会の会合が開
かれた。現在、中ロの懸案事項は58件のプロジェクト（総額500億ドル）だが、そ
のうちの実行段階にあるのは12件のみ（１年前の見積りは210億ドル台、このうち
モスクワ〜カザン間高速鉄道の建設だけで190億ドル）。「ヤマルLNG」プロジェク
トの資金調達のための中国の国立銀行の融資呼び込み（計120億ドル）は、この一
年で最大の取引となった（訪中の枠内で貸付実行に関する議定書が署名された）。
もう一つの大型プロジェクトは「東方石油化学会社」（推定1.3兆ルーブル）で、
ロスネフチが中国化工集団公司（ChemChina）と権益分配について合意した。天津
におけるロスネフチとCNPCの製油所建設についても協議されたが、まだプロジェク
トのF/Sすら承認されていない。
　交渉過程に詳しい本紙情報筋は、もっとも完成に近いプロジェクトとして、SIBUR
とシノペックの中国でのゴム生産合弁会社、ブィストリンスコエ多金属鉱床の権益
の中国人投資家コンソーシアムへの売却、タタルスタンでの冷蔵庫工場建設を挙げ
た。西ルートでの天然ガス供給については、プーチン大統領の談話によれば、「条
件のすり合わせ」が進んでいる。
　一方、運輸問題については、確定要素はずっと少ない。例えば、中国西部からヨー
ロッパへ抜ける自動車道の建設へのロシアの参画の見通しは、依然として不透明だ。
高速鉄道の建設を除けば、これは、中国が推進するシルクロード経済ベルトの最大
のプジェクトだ。「中国側の関心はある。しかしすべては投資の採算性問題に突き
当たる。十分な貨物量があるかどうか、まだわからない」と本紙情報筋は説明した。
もう一つの輸送プロジェクト、「プリモーリエ１」と「プリモーリエ２」（沿海地
方の港湾を経由した中国の貨物の輸送を想定）は、ユーリー・トルトネフ副首相に
よれば、リスクヘッジの手段を必要とする。どの管轄下のどのような組織が回廊の
建設に従事し、どうやって保証メカニズムが構築され、どのような資金調達メカニ
ズムが採用されるのか、９月までに解決することで双方が合意したと、副首相は明
言した。
　自国通貨建て取引業務についても協議された（現在、このような支払におけるルー
ブルのシェアは３％、人民元は９％）。ロシア連邦中央銀行と中国証券監督管理委
員会は手形交換所の設置について合意した。さらに、ロシア財務省のこれまでの発
表によると、ロシア政府は国内市場で人民元建て債券の流通を計画している。中国
市場へ進出するには、まだインフラがないと、セルゲイ・ストルチャク財務次官は
指摘している。中ロ投資ファンド（ロシア直接投資基金と中国投資有限責任公司に
よって設立）を基に人民元建ての新たな投資メカニズムが構築されうる、とロシア
直接投資基金のキリル・ドミトリエフ総裁は本紙に話し、「中国企業にとって本当
に興味深いのは人民元建て融資の方だ」と指摘した。
（コメルサント・デイリー６月27日）

  ◇  ウラジオストク自由港入国ビザ手続き簡素化制度の始動は
                                              あと半年以上かかる  ◇

　７月１日からウラジオストク自由港域内で施行されるはずだった外国人の入国ビ
ザ手続き簡素化制度は、情報システム「MIR」及び国境検問所の近代化とテストが
終わるまで機能しないことを、極東開発省広報室が伝えている。
　「電子ビザの遠隔手続きはロシアにとってこれまでにないソリューションである。
それは、連邦保安局、外務省、情報技術・通信省等の複数の行政機関のしかるべき
情報資源の整備を必要とする」というキリル・ステパノフ極東開発省次官の談話を
広報室が伝えている。「情報システムの近代化と、ソフトウェアとハードウェアの
準備の後、システムが機密情報を扱う作業をすることを踏まえて、新しい情報セキュ
リティ対策の評定が必要になる。このようなテストは少なくとも６カ月を要する」
と広報発表には記されている。
　さらに、国境検問所の装備も必要だ。「これは多くの場合、近代化というより、
ウラジオストク自由港内の複数の検問所の新規建設を指す。進度を落とすことなく、
これを行うことは不可能だ。現在、システム導入の準備ができているのはウラジオ
ストク国際空港だけだ、と極東開発省は伝えている。
　クラスキノやポグラニチノエ（中ロ国境）等の自動車用国境検問所は事実上、全
く一から作らなければならない。広報発表によれば、現時点で、そこには適当な建
物がない。そのため、入国ビザ簡素化制度の導入準備が制限されている。
　さらに、ステパノフ次官によれば、すべての外国人が国境通過時の特別待遇を受
けられるわけではないという。「入国ビザの手続き簡素化は、特定の国のリストの
観光客、ビジネスマン、投資家を対象としている。この制度によって、投資呼び込
みの観点から、ロシア極東が関心を持っている人々に対する制限を排除することが
可能となる」と次官は述べている。
　極東開発省はこれまでに、外国人に対するウラジオストク自由港内での入国ビザ
手続き簡素化制度は2016年１月１日の施行だと発表していた。その後、期日は７月
１日に延期された。ウラジオストク自由港地域に到着する人々は、国境で直接、８
日間の国内滞在ビザを手続きされることが明言された。
　政府決定案によると、ビザは電子文書として手続きされる。そのために、外国人
は入国予定日の３日前までに専用ウェブサイトで申請しなければならない。ロシア
連邦の管轄機関による調査用紙のチェックのあと、入国ビザ発給の通知を受け取る
ことになる。（インターファクス６月30日）

  ◇  地域間投資協力は日ロ関係の新たな起爆剤  ◇

　2016年７月１日、アレクサンドル・ツィブリスキー経済発展省次官を議長とする
「貿易経済に関する日ロ政府間委員会地域間交流分科会」第５回会合がハバロフス
ク市で開かれた。日本側の議長は原田親仁政府代表（日ロ関係担当）が務めた。会
合には連邦行政機関やロシア極東の地域、ニジニ・ノブゴロド州、プスコフ州、ト
ムスク州の複数の部署の関係者も出席した。
　ツィブリスキー次官は、日本はアジア太平洋地域におけるロシアの重要なパート
ナーだと明言した。次官はさらに、両国の貿易経済・投資協力は昨年、大幅に縮小
したことを指摘した。ツィブリスキー次官によれば、日ロの地域行政機関や経済界
の関係者の集中的な交流等によって、この落ち込みを克服しなければならず、それ
はロシア極東で始めなければならない。
　地域行政レベルと経済界レベルの両方で、交流活性化の手段の一つとなりうるの
が、ロシア連邦と日本の地域間交流プログラム、つまり、具体的な実行期限でもっ
て具体的な事業に結びつく最優先の連携の方向性を内包する長期行動計画だ。
　「この会合に先立ち、ビジネスセッションが行われた。これは良き伝統だ。この
ような交流の場がロシアのすべての地域で必要だ」とツィブリスキー次官は述べた。
　「我々は、共同の付加価値連鎖を伴う新しい性質のプロジェクトについて、日本
との協力に期待している。慣れ親しんだ二国間貿易投資連携から、アジア太平洋地
域市場に重点を置いた第三国市場への将来的進出を伴う、質的に新しいプロジェク
ト型の交流のレベルに移る必要がある。結果を出すためには、ロシア国内の投資環
境改善やビジネスインフラの整備のみならず、両国政府側から、具体的な企業を
『マニュアル（手動）式』で共同支援することが必要だ。このような支援の手段の
一つとなりうるのが、ロ日プロジェクトへの日本の地方銀行の呼び込みだ」とツィ
ブリスキー次官は指摘した。
　「我々の連携の見通しは国家指導者レベルで立てられた。我々は今日、先行経済
発展区のポテンシャルについて判断し、共同プロジェクト、特に農業プロジェクト
の実行において大きな未来が我々にはあると思う。我が国の企業の実績がこの方面
の将来性を裏付けている。その一つがハバロフスクで温室野菜栽培分野の大型プロ
ジェクトを手掛けた」と原田代表は返した。
　ツィブリスキー次官は閉会で、今回の合意が今後、実際的局面に入り、両国経済
界の関係者の間に構築された直接交流が互恵的で有益な活動の活性化の礎となると
いう期待を表明した。分科会会合の結果に基づき、議事録が署名された。
（経済発展省HP７月１日）

  ◇  大統領がウラジオストク自由港の境界を拡大  ◇

　ウラジオストク自由港の境界がさらに複数の地域に広がった。このような法律修
正にプーチン大統領が署名した。
　自由港の制度はさらに複数のロシア極東の港に拡大する。それは、ハバロフスク
地方（ワニノ地区）、サハリン州（コルサコフ市管区）、カムチャツカ地方（ペト
ロパブロフスク・カムチャツキー）、チュコト自治管区（ペベク）、沿海地方（ラ
ゾ地区）に拡大される。
　これまでに、極東開発省のキリル・ステパノフ次官が、投資や貨物量の足りない
他の主要港へ自由港対象地域が拡大することで、発展の新たな活力をそれらに与え
ることになると指摘している。特に、その結果、ペトロパブロフスク・カムチャツ
キーを北極海航路の要衝の一つにすることが計画されている。
　自由港とは、特恵的な関税・租税・投資管理の制度を持つ一帯のこと。ウラジオ
ストク港は2015年10月からこのような資格を行使している。
（ロシースカヤ・ガゼータ７月４日）

　━━　中国東北情報　━━
　
  ◇  黒龍江−日本企業ビジネス協力交流会が開催  ◇

  ６月15日午後、黒龍江省人民政府主催、黒龍江省商務庁主管の中国・黒龍江−日
本企業ビジネス協力交流会がハルビンで開催された。日中経済協会をはじめとする
経済貿易代表団及び40社近くの日本企業が会議に参加し、黒龍江省の各市からも約
100社の企業が参加した。会議では、中日両国の来賓による挨拶のあと、黒龍江省
を紹介するPR映像が上映された。
  関係筋によると、今回の交流会に参加した多くはフォーチュン・グローバル500
の会社であり、第４回中国国際新材料産業博覧会と第27回ハルビン国際経済貿易商
談会に大いに期待し、商談を通して投資に適する地区とプロジェクトを見つけるこ
とを望んでいる。
  会場では商談専用のエリアが特別に設置され、中日両国の企業に交流プラット
フォームが提供された。双方の企業は交流を通じて相互理解を深めると同時に、ビ
ジネスチャンスを見つけ、さらなる協力を求めている。この会議には省政治協商会
議の趙雨森副主席も出席した。（黒龍江日報６月16日）

  ◇  ハルビン−アラスカ便が開通  ◇

　アメリカ合衆国アラスカ州の観光部門や企業との交流を強化し、ハルビン商談会
のプラットフォームで黒龍江省の自然生態などの観光商品の宣伝を促進するため、
黒龍江省観光発展委員会は６月16日、ハルビン国際フォーラム体育センターにおい
て黒龍江省・アラスカ州観光企業協力会議を開催した。
　この会議にはアメリカ政府が支援する中小企業国際連盟会長、ロシア・ウラル航
空代表、黒龍江省観光発展委員会、省外事弁公室、省空港グループの責任者等が参
加した。会議では黒龍江省観光のPR映像が流され、省の観光発展委員会の責任者が
黒龍江省の生態観光商品を紹介し、ハルビン康華国際旅行社の責任者がハルビン市
とアラスカ州アンカレッジ市の国際線の状況について紹介した。中小企業国際連盟
会長は、黒龍江省との観光交流協力をさらに強化する意欲を示し、会議に参加した
来賓も協力の具体的な事柄について熱心に意見交換を行った。
　６月15日には、ハルビンからアメリカ・アラスカ州、ロシア・ウラジオストク、
香港へのチャーター便の調印式もハルビン市で行なわれた。ハルビン康華国際旅行
社とロシア・ウラル航空との協力で、ハルビンからアンカレッジ便およびウラジオ
ストク便が開通する予定だ。開通は2016年９月から2017年９月までで、毎週１便、
ロシアの重要な海港都市であるマガダン市を経由する。チャーター便はハルビン−
マガダン−アンカレッジ−マガダン−ハルビン間を運航する。機材はエアバスＡ320。
ハルビン康華国際旅行社はウラル航空との協力を行なうと同時に、ハルビンと香港
の直通便も復活させる。復活する期間は2016年11月から2017年11月で、オフシーズ
ンは毎週２便、ピーク時は毎週３便運航する。チャーター便はウラジオストク−ハ
ルビン−香港−ハルビン−ウラジオストク間を運航する。機材はエアバスＡ320。
（黒龍江日報６月17日）

  ◇  大連市経済貿易代表団　上海を企業誘致視察、交流を深める  ◇

　大連市経済貿易代表団は上海市を訪れ、企業と資本の誘致、経済貿易交流、プロ
ジェクトの調印や視察等の活動を行ない、めざましい成果を得た。長江デルタにお
ける数多くの有名企業と56もの重要な産業プロジェクトを集中的に調印し、科学技
術レベルが高く、影響力が強く、投資規模が大きく、大連の産業発展の方向性と合
致した、大規模で良好なプロジェクトの実施を推進した。
　上海市での企業誘致期間中、大連市経済貿易代表団は、「一対一」の商談、視察、
表敬訪問、「ノックして誘致」などを通じ、有名な企業家と広範囲に接触し、大連
の発展環境や政策条件の優位性、発展のチャンス、将来の重点的な産業発展プロジェ
クトを紹介し、企業家たちが大連に投資するよう呼び掛け、旧工業基地の全面的な
振興を進めた。
　新しく調印したプロジェクトは主に戦略的な新興産業プロジェクト、現代サービ
ス業分野のプロジェクト、文化観光教育分野のプロジェクト、伝統産業の最適化グ
レードアッププロジェクトなど、大連の産業の発展方向に合致している。これらの
プロジェクトが着手されれば、イノベーションによる発展の歩みを速め、大連が全
面的に振興するための強大な動力を提供することになるだろう。
（遼寧日報６月20日）

  ◇  満洲里口岸青果輸出額、今年前半５カ月間で１億ドル突破  ◇

  今年前半５カ月間で、満洲里口岸の青果輸出総額が１億ドルを突破し、前年同期
比42.15％の伸びとなることが、内モンゴル入出国検査検疫局が最近発表した統計
で分った。
  公開資料によると、国産果物の収穫量が多いために、買い入れ価格は前年同期よ
り大幅に低くなり、大量輸出の状況を促進した。2015年に満洲里口岸がシベリア鉄
道を通じてロシア向けの青果長距離輸出を実現したことは、中国の対ロ青果輸出の
新しいルートを切り拓いた。
  満洲里検査検疫局は今年に入ってから、監督管理の強化に取り組み、管轄地域内
の青果輸出企業の規模・分布・品質管理、「自検自控」（自己検査、自己コントロー
ル）などの基本状況の全面的な調査を組織し、輸出企業が直面する困難や問題を全
面的に把握することを通じて、輸出の過程で生じたいくつかの問題を解決した。同
時に、満洲里検査検疫局はロシアで規定された輸入青果の残留農薬基準を調べて理
解するほか、ロシア側の最新検査検疫情報を即座に企業に提供し、製品の質や安全
上の問題点を見つける手助けをしている。そのため、同検査検疫局は「五送、一査、
一承諾」（農産物輸出企業への基準・情報・政策・技術・法規の提供、製品安全性
の審査、サービスの向上）の７つの監督管理措置を制定し、すべての青果輸出企業
に恩恵をもたらした。これによって満洲里からの輸出青果の品質と安全性が大幅に
向上し、その基礎が築かれている。（内モンゴル日報６月23日）

  ◇  中ロの電網、合弁会社設立  ◇

  中国国家電網公司によれば、６月25日、国家電網公司とロシア・グリッド
（ROSSETI）が北京で合弁会社を設立して電力配送事業を行うことに関する株主間
協定を締結した。
  双方が署名した株主間協定に基づき、この合弁会社はロシアで送配電事業に投資
し、送配電網を建設・運営し、EPC事業（設計・調達・建設）を展開する。
  「ロシアでは送配電網の建設と改造に対する需要と市場空間が大きい。合弁会社
の設立により、国家電網公司の技術的優位性と送配電網建設の経験を充分に発揮さ
れ、中国の電力技術、設備、工事、サービスのロシア市場進出を促進するとともに、
中国企業のグローバル化の発展水準をさらに向上させるだろう」と国家電網公司の
舒印彪董事長は述べている。（内モンゴル日報６月26日）

　━━　モンゴル情報　━━

  ◇  ロ中モ首脳が経済回廊プログラムを承認  ◇

　ロシアのプーチン大統領、中国の習近平国家主席、モンゴルのエルベグドルジ大
統領は、三者会談の結果、３国間の経済回廊の形成プログラムを承認した。さらに、
ロシア連邦税関局、中国税関総署、モンゴル税関・税務総局の間で、特定物品に対
する通関結果の相互認識に関する合意文書が署名された。
　ロ中モ首脳はさらに、３国間協力の進展を確認し、具体的なプロジェクトについ
て今後の協力の活性化の可能性を協議した。会談冒頭で、プーチン大統領は、連携
の３カ国方式は喫緊の地域問題について各国の立場を調整するための好い機会だと
明言した。
　プーチン大統領は、30件以上の３カ国投資プロジェクトの始動による国境交流の
活性化を目的とするロシア・中国・モンゴル経済回廊プログラムが、ウファでの上
海協力機構（SCO）首脳会談後に策定されたことに触れた。
　習近平国家主席は、３カ国の関連省庁、政府、企業はこのロードマップを積極的
に実行し、貿易、経済、トランジット輸送、観光、スポーツの分野のプロジェクト
で協力する、と述べた。
　エルベグドルジ大統領は、優先的プロジェクトに注目することを提案。「プログ
ラムに示されている32件のうち、実行の準備ができているプロジェクトを選び、財
源を見つけることを提案する」と述べた。「財源特定と計画立案のための投資・プ
ランニングセンターのメカニズムの形成で互いに合意したことを踏まえ、2016年中
にもこのセンターを設置することを提案する」と大統領は述べた。
（タス通信６月23日）

  ◇  ロシア大統領、モンゴルの治水事業がバイカル湖に及ぼす影響を懸念  ◇

　ロシアのプーチン大統領はバイカル湖の生態系にリスクを及ぼすモンゴルの治水
施設の建設計画を受けて、懸念を表明した。
　「ロシアと国際的自然保護団体のこのプロジェクトへの態度は周知の通りだ。こ
の実行は我が国のイルクーツク州の水供給と唯一無二のバイカル湖の生態系に対す
る一定のリスクを生む可能性がある。セレンガ川はバイカル湖の主要な支流なのだ」
とプーチン大統領はモンゴル、中国の首脳との三者会談で述べた。
　プーチン大統領は同時に、モンゴルの電力不足問題は解決しなければならない、
とも述べた。プーチン大統領によれば、ロシアは、モンゴルと中国のパートナーと
協力してこのような治水施設建設計画に係る問題の検討を希望している。プーチン
大統領はさらに、ロシアの発電所はモンゴル国内の電力不足を解消するために、同
国への電力輸出を拡大する構えだとも述べた。
　タシケントでの中国の習近平国家主席とモンゴルのエルベグドルジ大統領との三
者会談で、プーチン大統領は「モンゴルの電力不足は深刻で、我々はこれを理解し、
この問題は解決できる」と述べた。（インターファクス６月23日）

  ◇  モンゴル選挙は野党が圧勝  ◇

　モンゴルの国会選挙の投票が６月29日に行われ、モンゴル国民は、国会で今後４
年間、自分たちの利益を代表してくれる人物を選んだ。
　2012年の国会選挙が混合選挙システム（比例制と小選挙区制）で行われたのに対
し、今回は小選挙区制、つまり76の１人区に分かれて行われた。選挙では12政党、
３つの連立、68名の無所属立候補者が競い合った。
　暫定結果によると、国民大会議（国会）76議席中65議席を野党のモンゴル人民党、
９議席を与党・民主党、各１議席をモンゴル人民革命党と無所属立候補者が獲得し
た。
　このうち、２回以上の当選経験者は37名、39名が初当選だった。言い換えれば、
全体の51.31％を新人議員が獲得した。女性議員13名（全体の17％）が当選し、女
性議員は前の国会よりも２人増えたことになる。（MONTSAME６月30日）

  ◇  モンゴルがロシアとの合弁企業２社を手中に  ◇

　ロステクの子会社RT-Business Developmentは、モンゴルとの合弁会社のエルデ
ネト鉱業（銅採掘）及びモンゴルロスツベトメト（金、鉄鉱採掘）の権益49％を売
却することに同意した。ブルームバーグによれば、ロステクは合計で５億ドルを得
る。ロシア政府によってこれらの取引が承認された。この２社は今後、Mongolian 
copper corporationの完全所有となる。これら合弁企業の権益の51％がモンゴル政
府国家財産委員会、49％がロシア政府に属していた。
　売買契約は先月、ロシアとモンゴルの出席する上海協力機構（SOC）首脳会談の
行われたタシケントで、両国政府関係者の会合で承認された。
　エルデネト鉱業はモンゴルと旧ソ連の政府間合意にしたがって1978年に設立され
た。モンゴルロスツベトメト社は中国、メキシコ、南アフリカに次いで世界第４位
の蛍石生産大手だ。（news.mn７月１日）

  ◇  M.エンフボルド氏が国会議長に  ◇

  新たに形成された国会が５日、初会合を行った。
  先の選挙で、モンゴル人民党（MPP）が全76議席中、最大の65議席を獲得した。
MPPのS.ビャムバツォグト書記長は、MPPが党運営委員会の決定により、M.エンフボ
ルド党首を国会議長に指名することを発表した。エンフボルド議員は賛成66票（全
体の86.8％）を得て新議長となり、国家大会議（国会）の公印を受け取った。
  M.エンフボルド氏は1964年７月19日生まれ。1982年に第１番学校、1987年にモン
ゴル国立大学（経済学専攻）を卒業。1999〜2005年にウランバートル市長、2005〜
2008年と2008〜2012年に国会議員、さらに2016年に再び国会議員を務める。2005〜
2007年にモンゴル人民革命党（MPRP）党首、2006〜2008年に首相、2012年に国会副
議長を務めた。（GoGo Mongolia７月５日）

　━━　対岸ビジネス情報　━━

  ◇  15年県産日本酒輸出量　初の2000キロリットル超え（新潟）  ◇

  2015年県産日本酒の輸出量が前年比17.5％増の2216キロリットルに上り過去最多
を更新したことが16日、県酒造組合（新潟市中央区）の調べで分かった。記録が残
る1991年以来、初めて2000キロリットルの大台に乗せた。
  輸出する酒蔵数は前年よりも６社多い74社となり、過去最多を更新した。最大の
輸出先は米国で、同190キロリットル増の710キロリットル。14年まで３年間トップ
だった韓国は628キロリットルで２位、香港・マカオは328キロリットルで３位だっ
た。組合の大平俊治会長＝緑川酒造社長＝は「輸出量が生産量全体の５％近くに達
し、経済的にも重要性が増している」と話している。（新潟日報６月17日）

  ◇  15年度の県産農産物　輸出、過去最高987トン（山形）  ◇

  県は17日、2015年度の県産農産物輸出量が前年度比２倍超で過去最高の987トン
になったと発表した。中でもコメの輸出が大きく伸び、14年度の2.7倍。全体数量
ではこれまでの最高だった2008年度の652トンと比べても1.5倍となった。
  品目ごとでは、コメが733トン（前年度比460トン増）で最も多く、全体の７割以
上を占めた。次に多かったのがリンゴで155トン（同48トン増）、モモ33トン（同
10トン増）、西洋ナシ14トン（同５トン増）などとなっている。主な輸出先では香
港が最多の343トンで、中国は前年度の約13倍となる296トンで、シンガポール197
トンと続く。（山形新聞６月18日）

  ◇  能美市と姉妹都市提携40年　シェレホフから使節団（石川）  ◇

  能美市と姉妹都市提携するロシア・シェレホフ市（イルクーツク州）の３使節団
が22日、能美市役所で酒井悌次郎市長を表敬訪問した。今年は旧根上町（現能美市）
が提携して40年、能美シェレホフ親善協会が創立50年となる節目の年で、使節団滞
在中の26日に市内で記念式典が行われる。
  訪れたのは、シェレホフ地方行政府のマクシーム・モーディン長官やワレーリイ・
デシャートフ市長ら市公式代表団と、シェレホフ能美友好協会代表団、小中高生で
つくる市少年使節団の計24人。（北陸中日新聞６月23日）

  ◇  留学生の就職後押し　県内企業など相談会（新潟）  ◇

  県内企業や日系企業への就職を希望する外国人留学生向けの相談会「国際人材フェ
ア・にいがた」が、新潟市中央区の市民プラザで開かれた。中国やベトナム、ネパー
ルなど計15の国・地域の出身者ら約100人が参加。企業の担当者に仕事の内容につ
いて質問したり、就職した先輩留学生の話を聞いたりした。
  環日本海経済研究所（ERINA）が海外展開を目指す企業を後押ししようと主催し、
12回目を迎えた。企業側は金属製品製造業や食品メーカーのほか、教育関連、貿易
など24社が集まった。（新潟日報６月24日）

  ◇  台湾企業との取引促進　県電振協、現地産業団体と協定（秋田）  ◇

  県内の電子部品関連企業約70社で組織する県電子工業振興協議会（斉藤健悦会長）
は24日、台湾の電機電子業界でつくる「台湾区電機電子工業同業公会（TEEMA）」
（郭台強理事長）と台北市内で産業連携に関する協定を結んだ。約3600社が加盟す
る台湾最大の産業団体と連携して会員企業間のビジネスマッチングを促進し、県内
企業の海外進出を後押しする。
  電機電子分野は台湾の主力産業で、関連産業の生産額は台湾工業生産額の約５割
を占める。協定によって県内企業には新たな事業機会の獲得につながる一方、台湾
側にも日本企業の技術や信頼度などの取り込みを期待している。
（秋田魁新報６月25日）

  ◇  高岡漆器の技術に感心　中国側代表団が視察（富山）  ◇

  「日本工芸展in上海 高岡漆器2016」が10月に中国上海市で開かれるのを前に、
同展を運営する上海の関係者ら28人が24日、産地視察のため、高岡市を訪れた。高
岡の漆器職人が技術の粋を集めて仕上げた出品作品を確認し、同展の成功を誓った。
  同展は日本の伝統的工芸品を紹介するシリーズ企画で、日中友好会館（東京）が
主催する。第１弾は高岡漆器を取り上げ、10月14〜20日に上海工芸美術博物館で実
施する。同展をプロデュースするパオスネット上海の王超鷹代表は「中国における
高岡漆器の知名度は低い。中国の人たちの感性に合うと思うので、素晴らしさをア
ピールしたい」と語った。（北日本新聞６月25日）

  ◇  “宇奈月流”もてなし伝授　台湾・タイの学生研修（富山）  ◇

  黒部市宇奈月温泉の旅館、ホテルは７月上旬から、台湾とタイの大学で観光学を
学ぶ学生37人をインターンシップで受け入れる。学生たちは来年２月まで接客など
の体験を通して日本流のおもてなしを学ぶ。
  インターンシップに参加するのは、台湾の僑光科技大学観光学部の３年生21人と、
タイのシアン・デュラキット・テクノロジカル・カレッジ（SDTC）観光マネジメン
ト学科の２年生16人。昨年秋に宇奈月温泉を訪れたSDTCの学長からインターンシッ
プの申し入れがあり、宇奈月温泉旅館協同組合が受け入れに向けて準備を進めてき
た。学生たちは同組合加盟の７つの旅館・ホテルに配属。客の出迎えや部屋への案
内、宴会時の接遇、料理の盛り付け、予約管理など業務全般を体験する。
（北日本新聞６月27日）

  ◇  台北IMCと友好協定　輪島商議所が締結（石川）  ◇

　輪島商工会議所は28日、台湾・台北市の経済団体「台北国際工商経営研究社」
（台北IMC）と友好協定を締結した。海外の団体との友好協定は初めて。今後、相
互の企業間交流を深めるほか、輪島の特産を集めた物産展開催も検討していく。
　輪島商議所は昨年８月、輪島の魅力を広く発信してもらおうと台湾の輸入業者ら
を市内に招待。台北IMCの役員も参加していたことが縁で、同11月に台湾であった
IMC全国大会に輪島商議所の里谷光弘会頭らが招かれた。今年２月には市議会議員
の議員有志が台湾を訪問、友好協定の機運が高まった。（北陸中日新聞６月29日）

━━━━　ERINAインフォメーション　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
  ◇◇　調査研究部研究員（ロシア経済担当）と経済交流部職員を募集しています。

    詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/saiyou/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.289(20160708)

  ◇◇　平成28年度第２回賛助会セミナー
      　「日モEPA下におけるモンゴルの貿易・投資環境」を開催します。

　　○日　時　2016年7月22日（金）14：00〜16：00
　　○会　場　ホテルオークラ新潟

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/news/125646/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.289(20160708)

  ◇◇　境界地域研究ネットワーク JAPANが
      　「新潟発中露国境ツアー」【ERINA後援】の参加者を募集しています。

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/news/125752/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.289(20160708)

  ◇◇　「2016韓日部品素材調達商談会」が開催されます。
　　　　参加企業を募集しています（参加費用支援あり）。
　　
　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/news/125286/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.289(20160708)

　◇◇　新潟県内高校・中学を対象に
　　　　　　　「ERINA出前教室」の申し込みを受け付けています。　

　　○対象　新潟県内の中学・高校の総合学習の時間など（1時限単位） 
　　○実施期間　平成28年5月〜12月
　　○申込　受付中

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/demae/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.289(20160708)

  ◇◇　パイク・グンウク『中ロの石油・ガス協力−その実際と影響』
                          （西村可明・ERINA訳、文眞堂）が発行されました。

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/staff/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.289(20160708)

　◇◇　『ERINA北東アジア研究叢書５』を発刊しました。

　　ERINA北東アジア研究叢書５
　　『北東アジアのエネルギー安全保障 −東を目指すロシアと日本の将来−』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【杉本侃編著、日本評論社】

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/series/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.289(20160708)

　◇◇　英文学術誌「The Northeast Asian Economic Review」
　　　　編集委員会では投稿論文を募集しています。　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/naer/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.289(20160708)

　◇◇　ERINA REPORT編集委員会では投稿をお待ちしています。　

　　投稿規程は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/er/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.289(20160708)

　◇◇　賛助会員・購読会員のご案内　

　　＜賛助会員制度＞

　　賛助会員制度は、この設立目的・事業活動に賛同される方々から積極的に
　　ご支援・ご協力をいただくとともに、ERINAの事業やその成果を活用して
　　いただくための制度です。

　　＜購読会員＞
　　
　　購読会員は、個人の方を対象に、ERINAの定期刊行物等をお届けするサービス
　　です。
　　
　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/member/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.289(20160708)
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  ご意見・お便りをお寄せください。　　e-mail：info-m@erina.or.jp
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  ◇　ERINAのメールマガジン◆北東アジアウォッチは
　　　配信システム　 『まぐまぐ』http://www.mag2.com/ で配信しています。

  ◇　バックナンバー　
　　　http://archive.mag2.com/0000143721/index.html

  ◇　登録・解除　
　　　http://www.erina.or.jp/publications/mailmag/
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